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あらまし

　本稿では、現在地方自治体で取り組まれてい
る組織のフラット化について、その意味と現時
点での問題点について考察する。まず組織を目
的と協働という軸で捉えたうえで、組織構造を、
目的達成と運営のための行為を引き出す仕組み
ないし規則であるとの見方に立つ。そしてブラ
ウ＝スコットの枠組みによりながら、組織構造
の変化であるフラット化という現象の分析にあ
たって、組織目的達成と運営に関わるフォーマ
ル組織の変化－達成すべき目標、構成員が従う
と期待されている規則、組織構成員の役割体系
の変化という視点を設定する。
　階層という組織構造は、古典的組織理論から
一貫した組織原理である分業と統合の観点から
すれば、組織が持つ個人へのコントロール機能
という意味を持つ。階層制は、非人格的規律と専
門技能に基づく規則と結びつき、職務の階層的
配列とそれぞれに等級化した権限の割り当てに
よって、トップによる集権的なコントロールを
可能にし、組織活動の合理性を確保するための
システムである。しかし個人の側に視線を移せ
ば、合意形成と有効な問題解決の二律背反や個
人のモラルに関わる問題として、そこには組織
の合理性と個人の自律性というジレンマが存在
している。
　一方、行政組織の持つ公共目的の実現という
使命からすれば、行政は外在的統制によって確
保される行政責任から逃れることはできない。
組織内の多くの人々を共同の目標達成に向かっ
て動員し、かつ責任の所在を明らかにする必要
性からもヒエラルキー的権威の必要性はなくな
らないとすれば、行政組織における個人として

の公務員の自律性に一義的重要性は認められな
い。公共性の確保という観点に立てば、公務員の
行動特質における代表性と自律性のジレンマが
ここに存在するのである。
　フラット化によって階層を低くすることは、
組織の統制力としてのコントロールを弱めるこ
とになり、組織の合理性と個人の自律性という
ジレンマのなかで、個人の自律性により比重を
おき、自律性を拡大する作用によって、成員のモ
ラル減退を防止する意味があるようにも思われ
る。しかし、行政組織や公務員としての特質から
自律性を考えれば、そこには代表性と自律性と
のジレンマが常に待ち受けているのであり、フ
ラット化はこの問題をより際立たせることにつ
ながる。
　さらに、行政組織において階層の持つインセ
ンティブ・システムとしての機能という点から
みれば、地方自治体組織においてフラット化が
進められるということは、ポスト数の減少を意
味し、最も主要なインセンティブである昇進へ
の道を実質的に閉ざすことになる。何らかの代
替インセンティブが用意されなければ、成員の
モラルは低下し、個人の自律性は担保されず、結
果としてフラット化そのものがうまく機能しな
い恐れがある。
　以上の問題意識から事例を分析し、２つのジ
レンマが依然として存在していることと、イン
センティブの問題が明確に解決されていないこ
とが確認された。今後こうした問題が解決され
ていかない限り、フラット化の実効性には疑問
がつきまとう。これは民間企業での取り組みや
仕組みをそのまま行政に取り入れることの限界
と、それに対する警鐘という意味を含んでいる。
本稿で指摘したような問題が解決されなければ、
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フラット化は真に機能せずに終わってしまい、
結果として従来の階層的組織構造への揺り戻し
が起こることも十分に考えられる。多くの自治体
での一種流行的なフラット化への取り組みも、こ
うした不安定性を内包しているといえるのである。
　

１．はじめに

　近年、「組織のフラット化」や「グループ制」と
いう言葉がいくつかの地方自治体の行政改革大
綱などに用いられているのを目にする。例えば
岩手県の平成12年度行政システム改革実施方針
では、「行政機構の簡素・効率化と現場重視への
シフトを目指して」と題されるなかの一項目と
して「グループ制及び組織のフラット化の推進」
があげられている1。その改革の目指すべき方向
としては、「権限委譲の推進と意思決定単位の小
規模化により、迅速な行政運営」を進める点や、

「新たな課題等に的確に対応する柔軟な行政運
営」を進めることがあげられている。
　また、福井県では平成10年11月に策定された

「福井県新行政大綱」の具体的取組事項の一つに
「スリムで質の高い行財政システムの確立」を掲
げており、「弾力的で効率的な庁内システムの確
立」のため、「グループ制等による効率的な事務
処理体制の確立」2 をあげている。また、同県が
設置している行政改革推進委員会では、グルー
プ制の意義について「組織はどうしても垂直的
なピラミッド型が多くなるが、柔軟性を求めら
れている。フラット化することにより、いろいろ
な業務に対応できるようになる。グループ制は
そのような要請に見合ったよい制度である」3 と
説明している。
　自治体によって「グループ制」だけ、または「フ
ラット化」だけを採用するところ、あるいは両方
の言葉を同義的に使うところなど様々であるが、
その意図するところは自治体によって異なるた

めになかなか見えにくい。また、現在は様々な改
革手法が試行されている段階でもあり、自治体
全般にわたって言葉の定義を行うことは難しい
といえる4。
　組織のフラット化とは、日本企業では1990年
代半ば以降、部課制の廃止や組織の統廃合によ
る簡素化及び単純化、あるいは組織の階層構成
を短縮する低階層化などの改革手法として取り
いれられてきたものである5。フラット化の手法
は組織の大括り化を伴う場合も多く、組織全体
の構成として簡素にするために、部を廃止・統合
し、その下での行動単位として存在した従来の
課や係に代わるものとして、グループやチーム
が編成される。
　言葉の持つ意味合いからしてみても、「フラッ
ト化」とは組織における階層を低くする改革手
法のことであり、つまりは組織構造の変化にほ
かならない。しかし、自治体組織で取組まれてい
る「フラット化」とはどのような変化を指し、ま
た「構造」の変化とは具体的に何の変化を意味す
るのであろうか。単に組織図上の変化として、高
いピラミッド型から底辺が広い文鎮型に変化す
ることだけを意味するのであろうか。従来の機
構改革でとられてきた部や課の組み替え、ある
いは事務所掌の変更などのいわゆるヨコの変化
ではなく、フラット化はタテの変化でもある。そ
の変化は、地位や業務だけでなく、様々なその他
の変化を内包するものなのではないだろうか。
また、その手法は、行政組織においてどのような
意味を持ち、どのような問題点を抱えているの
であろうか。
　本稿ではこうした問題関心に立ち、地方自治
体で新たな変革として行われつつある組織のフ
ラット化において、組織内で何が変化している
のかということを明らかにし、フラット化の持
つ意味と、現時点での問題点および限界を考察
していく。そのためには、次に述べるような組織
構造に関する分析視点を用意する必要があると
考える。

  1  岩手県公式HP『行政システム改革の内容』より。2001年３月現在。http://www.pref.iwate.jp
  2  福井県公式HPより。2001年３月現在。http://info.pref.fukui.jp
  3 『福井県第３回行政改革推進委員会概要』（平成12年８月28日開催）より。http://info.pref.fukui.jp/jinji/kyougi3.html
  4  グループ制あるいはフラット化を導入している複数の自治体に対する筆者のヒアリング調査では、グループ制は概ね従来の係に

代わるものとして、あるいはさらに大括り化したものとして設置されており、業務の繁忙に応じて人員の弾力的な活用を主な狙
いとするものである。また、フラット化は中間管理職を削減することで階層を低くし、迅速な意思決定と人員余剰の処遇ないし
は人件費削減を主な狙いとしていると思われる。しかしこの２つの言葉がほぼ同義的に使用されていることも多く、自治体によっ
てその含意するところも様々であるため、必ずしも厳密な区別がなされているわけではないといえる。

  5  企業組織のフラット化については[横田98]などを参照。
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２．組織構造に関する分析視点

　組織構造をどのように捉えるかということは、
組織そのものの概念をどのように定義するかと
いう問題とほぼ等しい。それは組織論の発展と、
それに伴う分析視点の相違によって変遷を続け
ている。しかし、バーナード以来、組織の存立と
発展の基本要件は、かたや目標の達成、かたや構
成員の要求充足であるという図式については、お
およその合意が成立していると考えられよう6。
こうした理解に基づいて行政組織を定義するな
らば、「行政目的を実現するために体系化された
人間の協働的活動」7であるということができる。
それでは、目的と協働という要素を軸にした場
合、組織構造はどのように捉えることができる
だろうか。
　中條は、「団体」との対比を通して、「組織」の
本質をその維持運営と目的達成に求めている8。
組織は単なる人間関係ではなく、組織を維持し、
その目的を達成するための手段的関係であり、
その関係は行為の継続性によってのみ保証され
る。こうした関係概念として組織を捉えると、維
持運営と目的達成という２つの至上命題のため
に、組織は人々の行為を確実に引き出す枠組み
を提供するものでなければならない。行為の予
測可能性、目的合理的な行為を継続的に引き出
すためには、秩序を保つことが不可欠である。し
たがって組織概念は、拘束性、強制力、支配、管
理といった概念と結びつく。また、運営に必要な
行為の内容は職務として規定され、職位・職権・
職責がそれに付随する。このような運営に関わ
る関係や仕組みが規則などにより構造化された
ものが組織構造であるとする。
　このように組織構造を捉えるならば、その成
立のためには、組織目的の達成に必要な仕事の
内容、技術、権限と責任の割当といった事柄を明
確に規定する必要が生じる。ブラウ=スコットは

こうした仕組みを「フォーマル組織」9とよび、そ
の特徴を、明示的な目標、明示的な規則や規定の
精巧な体系、コミュニケーションと権限のはっ
きり示されたラインを持つフォーマルな地位構
造にあるとする。これらは、組織がある特定の目
標を達成するという目的のために、組織構成員
間の相互行為や活動を前もって予想し導くよう
に意識的に設計されたものである。すなわち、ブ
ラウ=スコットのいうフォーマル組織とは、個人
と組織との間の合理的な関係を前提にして、組
織目的達成のための具体的な役割体系が制度化
されたものである。これによって組織構成員の
協働が具体的に可能になるという点からすれば、
それは職務構造とその調整に関わる規則ないし
仕組みにあたるともいえよう。
　本稿では、組織を目的と協働という軸で捉え
たうえで、組織構造を、目的達成と運営のための
行為を引き出す仕組みないし規則であるとの見
方に立つ。そしてブラウ＝スコットの枠組みに
よりながら、組織構造の変化であるフラット化
という現象を、組織目的達成と運営に関わる
フォーマル組織の変化、つまり達成すべき目標、
構成員が従うと期待されている規則、組織構成
員の役割体系の変化という点に着目して考察し
ていきたい10。

３．階層の位置づけ－組織の合理性と個人
の自律性のジレンマ

　ここではまず、事例検討の前提作業として、階
層という構造が、個人と組織の関係性において
既存理論ではどのように位置づけられてきたの
かということを、フォーマル組織の要素たる組
織目的、規則、役割体系といった点に着目しつつ
確認しておくことにする。
　行政学の研究対象としての「行政」を、「統治
過程における階統型組織（＝官僚制）の集団作業
である」11と西尾が定義するように、階層構造は

  6  [塩原 80]ｐ 14
  7  [宇都宮・新川91]ｐ 47
  8  [中條98]
  9  [Blau･Scott62]ｐ 22
10  職場集団の社会構造ないし生産性という観点に立つならば、自然発生的・習慣的に秩序づけられた個人又は集団の相互作用から

なるインフォーマル組織を看過するわけにはいかないが、本稿ではフォーマル組織に限定して論を進めることとし、インフォー
マル組織に関する考察は別稿に譲ることにする。

11  [渓内･阿利･井出･西尾74] p81
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官僚制という組織形態においてその特質を最も
よく表すもののひとつとして考えられてきたと
いえる。
　阿利は官僚制概念の19世紀的展開過程をヨー
ロッパを中心に概観し、そこにおける官僚制の
概念を、全くの通俗概念でもなければ厳密な意
味での学術概念として確立しているわけでもな
い一種の「中間概念」として断ったうえで、その
特色を次のように述べている12。
すなわち、

①政府官庁、官吏の仕事ぶり。とくに権威主
義、干渉主義

②代表制民主主義に対立する意味での官僚の
政治支配（権力的支配）

③官庁機構の独任制的ヒエラルヒー
④官吏集団のカースト化
⑤官僚制の統制方法に対する楽観的あるいは

規範主義的な思考
　このように、いわゆる古典的な官僚制概念は
市民的利益あるいは当時の自由主義に対置され
た観念を軸としており、そこでの階層の意味合
いは、コントロールとしての権力体系を可能に
する装置であり、組織的分業の体系でもあった。
理論の関心は組織目的の効率的な達成とそれを
可能にする管理にあり、階統的構造は、仕事の横
の分業と命令服従の縦の分業というルールを可
能にするシステムとして捉えられていたといえ
る13。組織目的達成のための命令に対する成員の
服従は当然視されており、いわば上から下への
一方向的な組織コントロールを支えるシステム
と見なされていたともいえる。
　近代的官僚制概念がウェーバーによって理念
型として確立されたことは論をまたないが、そ
の含意の骨格をなしているものは「近代的官吏
制度の特殊な機能様式」14であり、官僚制はそう
したすぐれた管理能率をもつ合理的組織として
定式化された15。そこでの官僚制組織の基本的性

格は、「官職事務の継続的な、規則に拘束された
経営」16にあるといえる。合法的支配のもとでは、
規則によって職位の権限がその範囲を限定され
ている。加えて、職務遂行を導く行為基準が客観
的な規定として定められることにより、組織活
動の形式合理性が高められる。したがって、構成
員の交替や移動にかかわらず、組織活動に一貫
性と継続性がもたらされる。ウェーバー理論に
おいて強調される近代官僚組織の合理的特質は、
こうした没人格的な規則に基づく継続的な活動
に見出されているといえる。
　組織構造としての階層制は、こうした活動を
可能にするための官職と審級制の原則を担保す
るシステムとして位置づけられている17。官職階
層制の原則は、一元的な権限の階層的秩序を確
立させるものである。その働きとしては、一つに
はすべての職位が上位職位のコントロール下に
おかれることにより、職務や意思決定が不安定
な偶然性に支配されることがなくなる。さらに、
職務を階層的に配列し、それぞれに等級化した
権限を割り当てることによって、権限の源泉を
個人的な特質から独立させ組織内の地位に基づ
いた権限行使の構造を可能にする18。これによっ
てトップが集権的に組織全体をコントロールし、
組織活動の統一性ないし合理性が確保される。
すなわち階層制は、非人格的規律と専門技能に
基づく規則による合理的支配を可能とし、それ
によって精密な分業と統制を実現する組織に必
須の構造として捉えられているといえよう。
　ブラウは、こうしたウェーバーの官僚制概念
における一定の規則・規定と監督上のヒエラル
ヒーを、組織の能率という観点からとらえ、個々
の成員がそれぞれ個別に行う決定としての合理
的判断の範囲を制限するものとして必要である
ことを説明している。官僚制の諸特質の総合的
な効果は、成員が組織目的の合理的追及を促進
するように動くのであって、「ひとりひとりの考

12   [渓内･阿利･井出･西尾74] p25
13   [西尾74]
14   [渓内･阿利･井出･西尾74] p33
15  ウェーバーの理念型による概念構成に対する多数の議論についてここでは立ち入らないが、ウェーバー理解において「誤解ない

し無理解」があるとする今村の議論は示唆的である。純粋な理念型として描かれる官僚制はあくまでも「社会学的類型学」のう
えでのことにすぎず、理解にあたって肝要なことは「一切の組織原理が流動的であり相互移行的」であることであり、合理的官
僚制において「形式的合理性」と「実質的合理性」とが不可避的に葛藤する傾向を指摘する。[今村78]参照。

16  [齋藤80] p122
17  [ウェーバー60] 参照。
18  [伊藤93] p16
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えでは合理的であろうとなかろうと、そうする
ことをかれらに強制する社会的条件」19をつくり
だすものであるとする。すなわち階層とは、組織
としての合理的活動を遂行するために、命令の
統一性という原則のもとに成員を統制するとい
う組織目的、すなわち一元的なコントロールを
可能にするための装置であるという見方がされ
ているといえよう。
　このような一元的コントロールの論理では、
個人の果たす役割は相当程度捨象されている。
しかし、組織における問題解決と合意形成とい
う局面において、組織内のコミュニケーション
への個人の参加を前提とすれば、一元的コント
ロールの論理を生み出す階層は、組織と個人の
関係において本来的に組織が持つジレンマの源
泉でもあるといえる。
　ブラウ=スコットは、権限の階層分化とコミュ
ニケーションの調整という点に、フォーマル組
織が内在的ジレンマを抱えることを指摘する20。
組織内でのコミュニケーションの自由な流れは、
有効な問題解決に貢献し、意思決定の向上をも
たらす機能がある。しかし、無制限なコミュニ
ケーションは合意形成を困難にする側面もあり、
そこに調整が必要となる。権限の階層分化は階
統制における地位の格差とあいまってコミュニ
ケーションの調整的役割を果たすものの、コ
ミュニケーションの自由な流れをあまりに制約
すれば、有効な問題解決を妨げ、合理的な意思決
定にとっては逆機能的な働きをすることになる。
また、階統制における地位の格差がコミュニ
ケーションにおける下位者の参加を抑制すれば、
下位者の満足や貢献意欲の減退につながる。こ
こに、階層分化を通じたコミュニケーションの
調整におけるジレンマが生じるのである。
　このようなフォーマル組織の持つジレンマは、
組織と個人の関係における限界を指し示してい
ると考えられる。組織の側から見れば、目的達成
のための合理性追求を可能にするコントロール
の論理とは、そこに働く個人の側に視点を移せ
ば、中央による組織全体の画一的コントロール
や服従を自己目的化する権威主義的管理、厳し
い規律の内面化の要求、形式的な規則や手続の

拘束による自主性の減退、完成の喜びを伴わな
い断片的でルーティンな職務内容といった要素
と密接に結びつき、これらは組織成員のモラル
の減退につながっていくからである。
　齋藤は、この問題を「目的合理性」と「価値合
理性」の統一における官僚制組織の限界と捉え
るが21、そこでは組織の能率ないし合理性と個人
の自律性とのジレンマの構図が浮かび上がって
くる。そしてこのジレンマを生みだす中軸に存
在するのが、階層とそれにかかわるフォーマル
組織の特質であるといえよう。

４．行政組織の特質と階層構造の必然性－
代表性と自律性のジレンマ

　官僚機構の内部的特徴のひとつとして公式的
権限の階統制構造をあげるダウンズは、階統制
が官僚機構において必要となる理由として、大
規模組織における紛争調整のための権限付与が
あるとする22。官僚機構はおおむね大規模なもの
であり、多大の調整を必要とする専門化された
業務を遂行している。したがってそこでは紛争
の可能性が非常に高い。
　ここでいう紛争とは、ひとつには職務の専門
化が進んだ組織にみられる、情報の専門化から
生じるものがあげられる。職務の専門化が進む
と、各構成員が持つ知識と情報は限られるため、
職員が追求する明示的な目標、現実認識の仕方
といったことについて多様な結果に至ることに
なる。組織が何をなすべきかについて意見の一
致をみなかったり、また意見の不一致を含んで
いなくても互いに他の者の職務について知らな
いという状態になり、これが紛争の根源となる
と考えられる。こうした状態が蔓延すれば、ある
成員の行動が他の成員の行動を相殺することに
なり、組織全体としての影響力が弱まって、組織
の目的達成という命題を大きく阻害することに
なる。これを回避するために、官僚機構では組織
内の特定地位の者に対し、階統制に基づいた紛
争解決権限が付与されることになるとする。
　いまひとつは、官僚機構に特徴的なこととし

19  [Blau 56] p25
20  [Blau･Scott62]
21  [齋藤80] p168－ 170
22  [Downs67]
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て、予算に関わる配分上の紛争があげられる。官
僚機構では、収入の発生が金銭の消費と完全に
分離しており、また、あらゆる活動が単一の予算
からすべて支給されるという点において、予算
配分の調整の必要性が生じる。したがって、予算
配分に関わる各部門間の相互関連性ないし競合
性からも紛争が生じる可能性があり、市場を持
たない大規模組織の活動の調整という意味にお
いても、階統制とそれに基づいた権限が必要と
されるのである。
　すなわち、階統制とは、共通の組織目的達成に
向かわせるため、組織成員間の目的に対する認
識の相違や紛争を回避し調整するための権限と
密接に結びついて、官僚機構における特徴的な
構造であるとされている。
　行政組織における共通目的とは、とりもなお
さず公共目的を意味し、その実現と達成が行政
組織に本来的に課された機能ないし持つべき特
質であるといえる。片岡は、国民と行政という構
図において、こうした行政組織が持つべき特性
という観点からその組織構造について考察する
なかで、ヒエラルキーの必然性を指摘している。
片岡は、組織の設立の経緯、組織間の競合性、組
織目的の達成方法、組織目的の設定のされ方、そ
して活動のための資源調達方法という点で行政
組織と民間組織の異同性を強調する。そのうえ
で、行政組織ないし行政官と国民の関係を委任
代理関係と捉えて、行政とは「公共目的を追求す
る集合的営為」23であり、国民に代わってその公
共目的を実現する活動を代行するのが行政組織
であるとする。公共目的を達成するためには、他
の公共目的との整合性を図りつつ、全体のバラ
ンスを保ちながら組織活動が一体として遂行さ
れなければならず、また、そこに必要とされる仕
組みは、多くの人々を共同の目標達成に向かっ
て動員しうるものであると同時に、集合的営為
の結果に対する責任の所在を明らかにするもの
でなければならない。したがって、公共目的とそ
の実現に対する責任という観点からすれば、行
政組織内において完全なる民主主義は成り立た
ず、ここにヒエラルキー的権威の必要性がある
とする。

　こうした観点に立ったヒエラルキーの必然性
の論理は、当然ながらそこにおける個々の組織
成員の個人的自律性をある程度犠牲にしたうえ
に成り立っているといえる。行政はその活動の
なかで担うべき規範としての行政責任から逃れ
ることはできない。行政組織の本来的性格を、政
治や国民との関係において、「行政外の権威に
よってある公共目的を達成するために設立され
た道具」24としてみれば、こうした外在的統制に
よって行政責任が確保される。また、公務員に対
しては、その在り方を外在的に統制することに
よって、国民との同質性が確保される25。した
がってその限りでは、行政組織における個人と
しての公務員の主体的人格性ないし自律性に一
義的重要性は認められないのである。この点に
おいて、行政組織内での民主主義と公共的目的
の実現は鋭く対立する。
　これを公務員の行動としての執行活動と裁量
という点からみれば、公共性の確保と裁量統制
の関係における問題となる。執行活動は、行政組
織の目的たる公共利益の実現のためになされる
活動である26。完全なる公共性の実現のために
は、公務員は規則の遵法者として活動すべきこ
とになるが、実際にはそれは不可能に近く、どち
らかといえばクライアントとの関係性に応じた
活動が裁量的行為として行われることになる。
しかし、こうした裁量行為は公共性の確保を阻
害する可能性があるため、外部から統制される
必要がある。いうなれば、ここには公務員の行動
特質における代表性と自律性のジレンマが存在
するのである。

５．地方自治体における階層の意味

５.１　職務構造と自律性

　それでは、地方自治体におけるフォーマル組
織としての職務構造と調整の仕組みは、そこで
働く個人の自律性にどのように関わっているの
であろうか。
　日本の自治体での職場組織の最も大きな特徴

23  [片岡92] p 230
24  [水口75] p184
25  [伊藤76]
26  [森田95]
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は、大部屋主義にあるとされる。大森によれば、
大部屋主義とは①公式の（事務分掌規程上の）任
務は組織の基本単位である課・係までしか規定
されておらず、②その規定のしかたは、「○○に
関すること」というように概括列挙的であり、③
職員は、そのような課・係にまず所属し、それか
ら課・係の任務を分担しつつ協力して担い、④し
かも、空間的には一所（同じ部屋・フロアー）で
仕事をするような組織・執務形態であるとされ
る27。そこでは一所で仕事をする全員が適宜仕事
を分担しつつも、お互いに協力しカバーしあう
ことが可能であり、集団に属して仕事を行う執
務体制がとられている。そのため部・課・係の一
員として他の職員と協調的な人間関係を保つこ
とが重要視され、ここから「ウチ」の部署と「ソ
ト」の部署とを区別する部門割拠主義的な意識
がうまれやすいとされる。
　こうした大部屋主義は、職務構造という点か
らみれば、職階制の不実施に大きく関わってい
ると考えられる。職階制はアメリカ公務員制度
の中核をなす制度であり、そこではそれぞれの
職位に要求される職務が分類整理され、あわせ
てその職務で必要とされる能力基準も極力明示
されている28。職務の分類は、その執行にあたっ
ての権限と責任の付与を伴う。また同一の職権
に属する職位をそれぞれ職級に分類し、職種が
異なる職位の上下関係は等級によって明らかに
されている29。
　日本ではこうした職階制が実施されていない
ため、個々の職位ごとの職務内容が明確に特定
されていない。単位組織である課や係の所掌事
務は規定されていても、それが個々の職員に細
分化されておらず、自己の業務と他人の業務と
の範囲が明確に区分されていないのである。職
務の範囲が明確でないということは、おのずと
それに伴う権限の範囲と責任の度合いも曖昧に
ならざるを得ない。つまり、職務や責任は個人単
位でなく所属組織単位で配分されているため、
個人の持つ権限や責任の範囲は非常に不明確で
あるといえる。

　このことは、公務員の職務における裁量性が
比較的高いことを意味する。しかし、公務員の職
務には法律の厳しい制約が課されていることは
もちろん、行動の不規則性や、横並び意識、クラ
イアント依存、政治性といった状況要因によっ
てもその行動を規定されているため30、職務にお
ける自律性としての裁量性はあくまでも限定的
なものだといえよう。

５.２　インセンティブ・システムとしての
階層の果たす機能

　ところで、組織の職務構造や自律性と密接に
結びつくものとして、組織の配分規則である人
事・給与制度がある。これは個々の職員にとって
のインセンティブ・システムであり、職員の自律
性を担保する制度でもある。とりわけ行政組織
においては、ピラミッド型の階層構造が昇進構
造や賃金体系といったインセンティブ・システ
ムと深く関わっていると考えられる。すなわち、
組織のフラット化が行われる場合、こうしたイ
ンセンティブ・システムも何らかの影響を受け
て変化するのではないかということが考えられ
るのである。したがってここでは、地方自治体に
おける昇進と給与構造の仕組みと、フラット化
によってもたらされる変化について考察する。
　稲継は、日本企業の昇進管理方式に特徴的な

「遅い昇進」が国家公務員の昇進管理においても
あてはまることを指摘している31。また地方公務
員については、自治体間で昇進制度にばらつき
があり一概には論じれないものの、試算によれ
ば都道府県での係長級への昇進平均年齢は38.8
歳、指定都市では39.1歳であり、課長級への昇
進平均年齢は都道府県で51.3歳、指定都市で47.2
歳となるなど、基本的には「遅い昇進」政策がと
られていると指摘する32。
　山本が都道府県および政令指定都市の人事管
理責任者に行ったアンケート調査によれば、同
期採用者間での昇進格差については、最後まで

27  [大森93]ｐ 366
28  [大河内94]ｐ 260
29  [大森87]ｐ 30
30  [田中・日置・田尾89]
31  [稲継96]日本企業における昇進ルールについては[今田・平田95]などを参照。
32 同上 p135．稲継は地方自治研究資料センターが1985年に行った調査結果に依っている。地方自治研究資料センター『管理職の選

抜（登用）及び養成に関する研究報告書』1985年参照。
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同時昇進させる自治体はゼロであるものの、係
長級まで同時昇進政策をとるとするものが都道
府県で全体の48.8％と最も多い結果となった33。
すなわち、同期採用者の間で初めて昇進に差が
つき始める時期が係長昇進時ということであり、
上述の昇進平均年齢とあわせて考えると、採用
後約15年であるといえる。これを民間企業と比
べた場合、日本労働研究機構による調査では日
本企業の平均年数は7.85年となっており34、自治
体で昇進格差が生じる時期は民間より格段に遅
いことがわかる。従って、「遅い昇進」政策は、企
業より自治体でさらに遅く実施されているとい
うことができる。
　しかしその一方で、山本の調査によれば、公務
員の仕事に対する動機づけには給与よりも昇進
のほうが効果的であり、したがって公務員に
とっての昇進とは企業におけるそれよりも誘因
の度合いが高いとされている。そしてある時点
の昇進だけではなく、最終的にどのポストまで
到達できるかに関心を有しているとする。また、
仕事に対する満足度とそれらを規定する要因と
してのアウトカム（年収、職位）、インプット（試
験区分、学歴、年齢、官職、リスク選好）、その
他（仕事の価値、昇進意欲）について分析した結
果、公務員の仕事の満足度に有意な影響を与え
ているのは昇進意欲であるとしている35。
　それでは、自治体においてこのように昇進が
遅いにもかかわらず、給与よりもなお公務員に
対する誘因の度合いが高いのはなぜであろうか。
これは、公務員給与の上昇構造と深く関わって
くる問題である。地方公務員の給与については、
基本的には地方公務員法第24条第６項および地
方自治法第204 条第３項によって各自治体ごと
に条例で定めることとされている。しかし手当
の種類、定め方などについての地方自治法第204
条第２項や地方公務員法第24条第３項によって、
実質的には国家公務員に準じた体系をとってい
るところがほとんどである。また、上位等級への

昇格についてはメリット主義に基づくこととさ
れている（地方公務員法第15条、同第17条）が、
実質は能力・業績以外の経験年数と試験区分に
よって管理されている色彩が強い。この経験年
数は、試験区分と学歴によって規定されており、
昇格する際にはトータルとしての必要経験年数
または必要在級年数を有しかつ勤務成績が優秀
であることが要求されている。
　しかし、勤務成績の評価には主観的判断が介
入しやすいため、結果としてより客観的判断と
しての必要経験年数または必要在級年数と、そ
れを規定している試験区分および学歴によって
賃金が決定されているといえる。つまり、メリッ
ト主義の原則的適用を受ける特別昇給と勤勉手
当がむしろ例外的になっている。加えて、特別昇
給については持ち回りの運用が、また勤勉手当
については一律支給が圧倒的に多い36。こうした
ことから、山本は、同じ試験区分で同じ学歴であ
ればほとんど給与格差は生じないため、地方公
務員の賃金管理の特徴を「平等主義」であるとす
る。
　しかし、この特徴はある一定レベルまでにと
どまる現象であると考えられる。稲継による地
方公務員の年収試算によれば、都道府県におい
て、同一年齢層で部長級まで昇進できたものと
課長補佐級にとどまっているものとの年収格差
は50％以上にも及ぶ37。政令指定都市の場合はさ
らに格差が大きくなり、56歳から59歳の局長級
の年収は、同年齢層課長級と比べて35％の格差、
同係長級に至っては82％にも達することから、
地方公務員の給与構造は役職・ランクの違いに
応じて同一年齢でも相当の給与格差が生じてい
るとする。
　これは、地方自治体ではある一定レベルまで
は勤続年数による昇格が行われるものの、ある
レベル以降（多くは係長レベル）は査定の積み重
ねによって昇格・昇進の有無が決定される「積み
上げ型褒賞によるインセンティブ・メカニズム」38

33  [山本97] p79
34  [日本労働研究機構98]
35  [山本 97] p125．山本は公平理論と期待理論を一体化した Summers and Hendrix のモデルを修正し、仕事に対する満足度とその規

定要因との関係をリッカート尺度などにより数値化して回帰分析を行っている。
36  山本の調査結果より、勤勉手当の運用状況について一律支給であるのは都道府県で65.0％、政令指定都市で88.9％にものぼって

いる。同上、p85
37  [稲継96] p120．稲継は自治省の「地方公務員給与の実態」調査結果から平成５年４月１日現在の数値に基づいて試算を行ってい

る。
38  同上、ｐ121



地方自治体における組織構造のフラット化に関する一考察 265

が働いているからであるということができる。
稲継の試算の対象となっているのは56歳から59
歳であり、この年齢層では部長級に達する者が
出てくることから、給与格差の広がりは役職分
布による面もあると考えられる。地方自治体に
おいて、全職員のなかで部長級にまで昇りつめ
る割合は非常に低い。例えば、後述する静岡県で
は全職員6,819人中、部長級の者は36人（0.53％）
である。これはピラミッド型の組織構造をとる
限り当然の帰結でもあるが、上位職級にいくほ
ど厳しい選抜が行われているということでもある。
　したがって、ここで給与構造について整理す
ると、係長級まではもっぱら勤続年数と試験区
分ないし学歴に基づく平等的な昇格が続くもの
の、それ以降は、積み上げ型褒賞によって役職に
ばらつきが生じてくるために、給与格差もそれ
なりに広がってくることになる。この転換点と
なる係長への昇進は採用後約15年と、企業に比
べて格段に遅い。従って給与格差が平等的であ
るか否かは、キャリアのどの過程にいるかによ
ることになるが、企業より平等的な期間が長い
ことは指摘できよう。すなわち、給与格差が平等
的な期間が長いために、給与の上昇そのものが
直接的なインセンティブとして働く力は弱い。
しかし最終的な到達ポストからしてみると、結
果としての給与格差は大きく名誉的地位として
の意味も大きい39。従って、公務員にとって最終
到達ポストを含めた昇進は、最も主要なインセ
ンティブとして作用していると考えられるので
ある40。
　組織のフラット化によって階層が低くなり、
ピラミッド型の構造が変化するということは、
上位職のポスト数の減少を意味する。すなわち、
昇進への道を実質的に狭めることになる。した
がって地方自治体組織や公務員にとっては、イ
ンセンティブ上非常に重要な意味を持つ変化で
あると考えられるのである。

５.３　フラット化が持つ意味－事例分析に
あたっての問題意識

　これまで述べてきたことを踏まえて、地方自
治体で行われるフラット化の持つ意味という観
点から、事例を分析する際の問題意識を抽出す
れば以下のようになろう。
　第一に、階層という組織構造が持つコント
ロール性と個人の関係性という点である。古典
的組織理論から一貫した組織原理である分業と
統合の観点からすれば、階層を低くするという
ことは、縦の分業体制を崩すことになり、分業に
よって得られてきたメリットを放棄することに
なる。
　このことを行政組織における集団作業として
の意思決定過程に即してみると、いわゆる稟議
制に由来する過程上の特質を変化させる要素と
して働くと考えられる。稟議制は、能率の低下や
指導力の低下を招くとしてしばしば非難の対象
とされてきたが41、階層を低くすることによって
意思決定にかかる時間を短縮できる。
　そもそも効率性を確保するための縦の分業と
しての意思決定が、あまりにも高階層になりす
ぎれば逆に効率性を阻害することになる。現在
機構改革として行われるフラット化にはこの状
況を改善しようという意図もあると考えられる。
　しかし、機関決定はほとんど常に複数の構成
員による決定の複合物であるために、最終的な
決裁は階統型の権限体系によって制度的に保証
されている42。階層が低くなるということは、こ
のような制度的保証の精度が下がることを意味
し、それだけ個々の成員に負う部分が大きくな
る。稟議制が「無責任の体系」43と言われてきた
ことを裏返せば、階層を低くすることによって、
意思決定に参加する成員ひとりあたりの決定に
対する重要性が増すことが考えられる。
　また、権限と命令による組織の合理的支配と

39  伊藤は行政職員の昇進への関心の強さを指摘するなかで、その理由を「選択した職業内部の移動・昇進のいかんによって階層帰
属が決まる」といった面が強い点にあるとする。[渓内･阿利･井出･西尾74]p149．

40  但し、山本が行ったA県の係長に対するアンケート調査の結果によれば、全回答者160人中、昇進したいとする者は68.1％であっ
た。また、昇進を望まない者に対してどの程度の給与増があれば昇進してよいかとの問いには、３割以上とした者が６割を超え
ている。このことから、昇進志向が低い層（全体の３割）にとっては、現行の給与および昇進構造のなかでの昇進は必ずしもモ
チベーションの向上にはつながらないとしている。[山本97]p113参照。

41  [辻 69]
42  [渓内･阿利･井出･西尾74]
43  [辻 69] p158
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いう観点からみれば、階層を低くすることは、組
織の統制力としてのコントロールを弱めること
になる。このことは、先に述べた組織の合理性と
個人の自律性というジレンマのなかで、個人の
自律性により比重をおき、自律性を拡大する作
用によって成員のモラル減退を防止する意味が
あるようにも思われる。しかし、行政組織や公務
員としての特質から自律性を考えれば、そこに
は代表性と自律性とのジレンマが常に待ち受け
ているのであり、フラット化はこの問題をより
際立たせることにつながる。
　また、実際の自治体の職場では、大部屋主義と
職階制の不実施などによって責任と権限が曖昧
であり、その点からすれば職務に関する自律性
は高いものの、法的制約が課せられるため限定
的な自律性であることをみた。フラット化に
よって個人の自律性の比重が高まるとすれば、
実際の職務構造やそれに伴う権限と責任は、事
例においてどのように変化しているのであろう
か。
　第二に、行政組織において階層の持つインセ
ンティブ・システムとしての機能に関する点で
ある。地方自治体組織においてフラット化が進
められるということは、ポスト数の減少を意味
し、従来のピラミッド型構造において最も主要
なインセンティブである昇進への道を実質的に
閉ざすことになる。だとすれば、何らかの代替イ
ンセンティブが用意されなければ、成員のモラ
ルは低下し、個人の自律性は担保されえない。個
人には責任ないし業務だけが押し付けられるも
のの、インセンティブが与えられないという状
況が生み出され、結果としてフラット化そのも
のがうまく機能しないと考えられるからである。
実際にフラット化が進められている現場では、
こうしたインセンティブの問題はどのように対
処されているのだろうか。
　次章では、こうした問題意識に基づきながら、

事例として静岡県の取組みを検討することにする。

６．事例：静岡県における組織のフラット化
の取組み44

６.１　フラット化導入の背景

　静岡県では平成６年から「県民本位の生産性
の高い行政運営のしくみづくり」45を基本理念と
する行政改革に着手した。これは、前年の平成５
年８月に石川嘉延知事が就任したことが直接的
な契機となっている。石川知事は、分権型社会の
到来という時代認識と行政運営課題という視点
から、次のような発言を行ってきた。いわく、「地
方公共団体の自主性・自立性を高め、個性豊かで
活力に満ちた地域社会の実現を図るため、国と
地方を通じた行政制度が見直され、画一性を重
視した中央集権型行政システムから、分権型行
政システムへ転換が図られつつある。地方自治
体としても、中央から提示される行財政システ
ムに頼るのではなく、独自の組織形態、役割、組
織運営について、明確なビジョンに基づく経営
理念の確立に努める必要がある」46。
　知事のこうした考えを受け、静岡県では当時
民間企業が主に導入していた「リエンジニアリ
ング」の手法を取り入れた改革が模索されはじ
めた。ここでいわれる「リエンジニアリング」と
は、「既存事業のプロセスや執行体制を、ゼロ
ベースから抜本的に見直し、新たな視点に立っ
て、生産性の高い効率的な行財政運営を進める」47

ことを意味する。
　当時、県庁内にはそれまでの行政運営ないし
行政改革に対する行き詰まり感があり、「今まで
のやり方では限界にきていた」48との空気があっ
たとされる。従来の行政改革はいわゆる「ケチケ
チ行政や節約型行政」49への取組みであり、これ

44  静岡県は、全国に先駆けて組織のフラット化を導入した自治体である。平成10年度から農林水産部の本庁全課など一部で導入を
開始し、平成11年度からは本庁の知事所管部局すべてで実施されている。したがって、新しい構造と仕組みの定着が最も進んで
いると思われることから、調査にご協力をお願いした。同県の概要として、平成11年国勢調査人口は3,776千人、平成12年度当
初予算は１兆3,220 億円（11年度当初比2.2％減、全国11位）である。また、平成11年度の県職員数は6,669人（一般行政部門
のうち派遣職員を除いた数）となっている。静岡県公式HPより。http://www.pref.shizuoka.jp

45  月刊晨No19.Vol6.、2000年。
46  [財団法人自治研修協会00] p17
47  [静岡県99] p210
48  筆者による静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。2001年３月実施。
49  [静岡県99] p213
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だけを推し進めても効果はさほど期待できない。
こうした庁内の空気は新しい知事の考えをきっ
かけに呼応し、新しい手法を大胆に取り入れる
行政改革が進められることとなった。

６.２　目的志向型の行政運営

　平成10年２月、静岡県はリエンジニアリング
の精神を柱とした「目的指向型行政運営システ
ム（TOPシステム）」の構築を宣言した。このシ
ステムの狙いは次のようなものである50。

● 県民にとってどのような効果があるのかと
いう観点から施策の目的を明確にし、目的
の達成度合いと必要性を確認しながら効果
的な行政運営を目指す。

● 県全体の施策の優先度を確認しながら一丸
となって目的の達成に取組む行政運営を目
指す。

● 施策の目的とそれを実現するための業務、
さらには目的達成の進捗度合いを公開する
ことで、県民参加型の行政展開のための県
民と行政との共通の土俵づくりを目指す。

　TOPシステムは、①方針管理手法の導入（戦略
展開）、②施策・事業評価システムの構築と定着

（業務棚卸表の活用）、③目的指向型の組織再編
（組織のフラット化）を柱としている51。

① 方針管理手法の導入…限られた人的・財政
的資源を効果的・効率的に活かすためには、
政策の重点化が必要であることから、県と
して「どの政策を優先的に実現していくの
か」という政策の形成・展開の仕組みとし
て、民間企業で行われている「方針管理」方
式の応用・導入を行う。

② 施策・事業評価システムの構築と定着…業務
棚卸表を基にして、目的に照らし、担当する

「施策」やそれを構成する個別の「事務事業」
について、有効性や必要性などを評価し、効
果的で効率的な業務の執行につなげる。

③ 目的指向型の組織再編…行政目的ごとに、
組織を小規模な「室」として再編するととも
に、中間管理職をなくして、より現場に近い

人に責任を権限を移すことで、迅速な施策
の展開と簡素で効率的な行政組織を目指す。

　静岡県における組織のフラット化は、このよ
うな目的指向型の行政改革の一環として取組ま
れた。したがって、その運営にあたってはTOPシ
ステムの他の柱である方針管理と業務棚卸表が
深く関わっている。
　業務棚卸表とは、係が持つ施策目的を基本と
して、それを実現するために取組むべき仕事の
内容を大小の項目に区分して記載したものであ
る52。またそれぞれの項目ごとに進捗度がわかる
ような管理指標を定め、実績と当面の目標、その
達成期限を明らかにしている。
　行政の仕事は係が基本単位となっていること
を前提に、係ごとに業務棚卸表を作成する。事務
事業単位ではなく施策単位で評価を行い、予算
よりも職員や係単位での業務遂行の内容を把握
することを狙いとしている。このように係の目
的を基本として業務を体系的に記述することに
より、目的と手段、達成目標が明らかになり、効
果的な目的達成につながると考えられる。

６.３　フラット化導入の経緯と狙い

　フラット化組織は、平成10年度から農林水産
部の本庁全課（16課１室）、総務部防災局の２課
１室、および生活・文化部の文化関係３課でまず
導入され、翌11年度には本庁の知事所管部局の
すべてで導入された。
　フラット化組織の目的は、「人的資源を最大に
効率化することにより行政の生産性の向上を図
り、複雑、多様化する行政需要に的確に対応でき
る組織を構築する」53ことであるとされ、具体的
に次の４点があげられている。

① 目的指向型行政運営への転換を図る組織体
制を整備

② 積極的な権限委譲による行政運営の迅速性、
柔軟性の向上

③ 組織全体のパワーアップ（中間管理職の廃
止に伴う総戦力化）

④ 職員の能力を最大限に活用、モラールアップ

50  [財団法人自治研修協会00]
51  静岡県資料より。
52  業務棚卸表は静岡県公式ＨＰで公開されている。
53  静岡県記者発表資料『平成11年度の組織改正等について』、1999年２月10日付。
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　この目的が設定された背景には、従来の組織
構造に起因する様々な問題の存在が認識されて
いたことがある。第一に、規模の肥大化があげら
れる。知事部局の課の職員数は、フラット化導入
以前では全体の４分の１が30人以上の課であり、
最大では55人にも達していた。この理由として
は、いったん組織ができるとその存続が目的化
されて「課を守ろうとする動き」54がおこるから
だと考えられる。「廃止は『行政の後退』との意
見もあって、強い抵抗にあう。その結果、組織は
残り、職員定数の変更、再配置だけが行われ、ア
ンバランスな組織を生んできた」55とされる。肥
大化した組織では多数の案件を同時に抱えるこ
とになり、意思決定に時間がかかりすぎること
や、責任や権限を不明確にするという弊害を生
んでいた。
　第二に、従来の課には様々な目的が混在して
おり、効率的な業務遂行の妨げとなっていたこ
とがあげられる。省庁に準拠した分野別の縦割
り組織をとっていたために、複数の部や課で類
似した目的を持つケースがみられた。これは業
務棚卸表がすべて完成して明らかになったこと
であるとされる。こうした多様な目的の混在が、
課の効率性と迅速な対応を阻害しているとされ、
目的別に組織を再編すべきとの方向に向かった。
　第三に、組織の硬直化がある。時代の変化に応
じて行政需要も変化するとの考えにたてば、係
の目的も少しずつ変化していることもあるはず
なのに、課として固定化されていたために組織
の見直しができていなかったとされる。「（係の
目的が動いているはずなのに）心構えが変わら
ないのでいつまでたっても仕事の見直しをしな
い。課としての目的が変わらない。例えば施設係
なら施設を作ることが目的になってしまってい
たら、何のために作るのかということが見えて
いなかった」56のである。そのため、業務遂行の
ための最小単位として係を定め、係の持つ業務
の目的を業務棚卸表で明確にしたうえで、従来
の課よりも小規模な室として目的別にまとめる
形となった。
　フラット化組織の導入にあたっては、何より
もまず職員の理解が必要であるとの認識から、
事前の説明と研修が徹底的に行われた。フラッ

ト化とは、新しい行政改革の理念である「生産
性」や「目的意識」に即した組織構造と制度の改
正であるという点について理解してもらうこと
が重要だったとされる。「リエンジニアリングの
考え方」や「業務棚卸表の手法」などについて、
学識経験者を講師とした講義形式や面談方式な
ど多岐に渡る方法での研修が行われた。
　この研修において特徴的であったのは、従来
の公務員を対象とした研修での一種のルールを
破る手法がとられたことである。一般的な公務
員研修は階層別研修となっているが、この研修
では上司の課長と部下である主幹や係長が一緒
に受講したり、研修発表においても、知事以下幹
部職員の前で課長が発表するのを部下である主
幹や係長が聞くというふうに、職位階層の異な
る職員が同じ課題に取組んだ。また、通常の業務
ではトップへの報告は上司を必ず通し意向を確
認することになっているが、この研修では課長
自身の判断で作成した企画書を、そのまま幹部
の前で発表する手法がとられた。

６.４　組織の構成と役割に関する変更点

　フラット化により課組織が廃止され、代わり
に概ね目的別となるような小規模な室が設置さ
れたことにより、各組織構成の役割は以下のよ
うに変更された。
　①「課」を大括りにして「総室」を設置…施策
の類似性・共通性に基づく既存知識の見直し、縦
割り組織の弊害を排除できる大括りの組織、部
長から総室長への権限委譲、業務の繁閑に応じ
た柔軟な人員配置。
　②迅速な意思決定を可能とする「室」を設置…
権限と責任をより現場に近づける組織への転換、
中間管理職の廃職による迅速な意思決定。
　③組織の基本単位としての「係」・「スタッフ」
…業務棚卸表による目的指向型行政運営の基本
単位。行政目的を明確にし、成果指標および目標
値を設定、人的・財政的資源の最大効率化を推
進。
　庁内の組織構成と数の変化は表１のとおりで
ある。従前の課の数に比べて、小規模化された室

54  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
55  [静岡県99] p212
56  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
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数が倍以上に増えることになった。一つの課及
び室の構成人数は、フラット化移行期である平
成10年度時点では、課の平均職員数が22.1人で
あるのに対し、室の中には係が１ないし２しか
含まれないため、室の平均職員数は9.8人となっ
ている57。
　また、組織の構成変更に伴って職位階層と事
務処理の流れも変更された。
　図１のように、これまでの中間職であった「課
長補佐」「参事・技監」「部次長」を廃止し、新し
い組織構造に対応して総室長と室長という職位を
設けた。これにより、基本的業務を執行する権限
が課長から室長にうつされることによって決裁は
５段階から３段階に、部長の権限のうち業務執行
に関する権限が部長から総室長にうつされること
で決裁は７段階から４段階に簡略化された。
　さらに、新たな職に就任できる級の幅を広げ、
室長には課長級、出先次長級、課長補佐級が、総
室長には部次長級、課長級が就任できるように
した。このことと、室数が従来の課数に比べて倍

以上に増えたことによるポスト数の増加により、
補佐職として滞留しがちであった人員を室長と
して処遇できることになったといえる。
　こうした改革手法には、人材育成という狙い
も含まれていたとされる。従来の組織構造と人
事制度では、課長補佐職に２年程度とどまるの
が通常であったが、この間補佐職はもっぱら上
司と部下の間を取り持ち、仕事を円滑に進める
ことが任務であり、意思決定の権限がないため
に人材活用の点で問題が指摘されていた。この
期間を課長職へのステップアップとしての研修
期間ともみなせるが、これではキャリア形成と
いう点で非常に無駄が生じている。そこでもう
少しキャリアを積める方法はないかと考えられ
たのである。
　また、課長職における問題点としては、その滞
在期間の短さが指摘されていた。平均的な滞在
期間は１年から長くて２年程度であったため、
仕事に対する責任という点で問題があったとい
う。その理由の一つとして、課長就任時の年齢の

年度� 部局�
課� 室� 総室� 室�

H8年度� 16 100 15 －� －�
H9年度� 16 100 14 －� －�
H10年度� 15 80 11 7 53
H11年度� 15 18 3 36 209
H12年度� 15 4 1 39 226
H13年度� 15 4 1 39 228

本庁�
従来組織� フラット組織�

 

（出所：静岡県行政改革室資料『行財政改革のこれまでの取組』�2001 年）� 

＜�改正前＞� ＜フラット化後＞�                  

部長�
次長�
課長�

参事・技監�
課長補佐�

主幹・係長�
係員�           

部長�

総室長�

室長�

主幹・係長�
係員�  

（�７�階層）�              （�５�階層）�              

表１　組織フラット化による課（室）数の変化

 図１　職位階層の変化

57  [財団法人自治研修協会00]
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高さがあげられる。この時点で既に50歳前後に
達しているため、さらに部長など上を目指して
いくためには慣例的に踏んでいくべきとされて
いるポストが多数待ち構えている格好になり、

「優秀な人はゆっくりしている時間がない」58 状
態に陥ってしまうのである。こうした人事上の
問題点を解決するためにもフラット化が考案さ
れたという。室の数を課の倍以上に増やし、ここ
に課長補佐級と課長級をともに処遇することで、
同一職への滞在期間を長くしようという狙いが
ある。腰を落ち着けて業務に専念できる環境の
構築と同時に、若手職員の室長登用を可能にし
ようとする狙いもあったといえる。

６.５　給与制度上の変更点

　静岡県では平成11年度から、課長級以上の全
職員を対象として勤務成績評価制度を導入して
いる。これには、昇任、昇給、勤勉手当等におい
て職員の公平・公正な処遇や能力開発、人材の有
効活用を実現する狙いがある。
　評価制度の特徴として、以下の4点があげられ
ている59。

① 評価基準を行動例文として示し、職員の具
体的な管理行動等を評価する

② 評価に分布制限を設けない絶対評価とする
③ 評価の出発点に被評価者自身が行う自己評

価を行う
④ 評価結果を被評価者本人にフィードバック

させる
　評価は５月下旬および11月下旬の年２回行い、
それぞれの評価結果は６月と12月の勤勉手当の
成績率に反映される。また、昇給、昇任、人事配
置等の人事管理の基礎資料としても活用される
ことになっている。
１） 評価対象者

特定幹部職員（管理職手当20％以上の支給
対象者） 365人（平成12年12月現在）
但し大学教員、病院医師等を除く。

2） 評価者
基本としては２次評価まで行い、１次評価
は直属の上司が担当する。

３） 評価基準
　８項目×各10例文＝80の管理行動に関する評
価例文について、5段階の絶対評価を行う。管理
行動の項目として①目標管理行動、②業務革新
行動、③政策判断行動、④政策調整行動、⑤情報
管理行動、⑥組織管理行動、⑦部下育成管理行
動、⑧知識・技術の獲得がある（但し、部局長の
評価項目は①から④の４項目）。

４）評価事務の流れ
● 期首…１次評価者が被評価者の意見を参考

に個別評価例文ごとのウェイトづけを行う。

58  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
59  静岡県資料（制度企画室）より。

被評価者� １次評価者� ２次評価者�
室長、統括監、課長等� 総室長、次長�
出先所長（課長級）� 部局長�
出先副所長等� 所長�

総室長、次長、部参事等� 部局長� －�
出先所長（部次長級以上）�

部局長、県理事� 副知事、出納長� －�

総合評点� 適用する成績率の目安�

50点≧総合評点≧45点� 特に優秀� A 原則として  95/100（0.95月）�

45点＞総合評点＞40点� 優秀 B 原則として  85/100（0.85月）�

40点＞総合評点≧25点� 良好� C 原則として  75/100（0.75月）�

25点＞総合評点� 劣る� D 74/100以下   （0.74月以下）�

評価�

 

表２　勤務成績評価制度における評価者

表３　勤勉手当における総合評点と成績率の目安（平成12年12月実施分より）
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● 期末…被評価者は自己評価を行い１次評価
者へ提出→１次評価者による評価→２次評
価者が１次評価者とのヒアリングのうえ２
次評価。

５）評価結果の活用
　５月、11月の評価結果は、直後の勤勉手当の
成績率へ表３のような目安のもとに反映される。

　以上のような評価制度の導入にあたっては、
事前の制度説明と研修が数度にわたって行われ
た。平成11年８月には主管総室長会議を開催し
て制度説明、同年９月には総室長を対象とした
評価者研修会が行われた。翌平成12年１月には
評価制度全般にかかるアンケート調査を実施、
４月には新任幹部職員への制度説明、そして10
月には幹部職員全員を対象とした評価者研修会
が行われた。

６.６　職場における変化

　各職場での実際の業務遂行にあたっては、フ
ラット化によって意思決定の単位が小さくなっ
たことから、「現場により近いところで判断す
る」という雰囲気や「担当段階で判断が可能であ
る」という空気が生まれてきているということ
である。
　しかし、このことは起案に際して担当者が
まったく独自に判断できるようになったことを
意味するわけではなく、実質的には、担当者が起
案書を作成する際に直接室長の考え方を聞ける
ようになったことが大きく関係していると考え

られる。以前は、担当者が起案したものが順次回
覧される過程で、起案書に不明な点があれば、課
長補佐や場合によっては課長のところへ担当者
が呼ばれて説明するのが一般的であった。しか
し、室の構成人数が減り、机の配置としても担当
と室長の距離が近くなったことから、以前は書
類で回していたようなことでも口頭で説明する
など、起案書を書く時点で担当者と室長が直接
話し合う場面が増えているということである。
　職務環境としては、以前は課ごとにフロアを
パーテーションで仕切っていたのが、フラット
化の導入とともにそれが取り払われた。これに
よって、以前は課が違えば日常的にはほとんど
関わりがない状態だったのが、今は職員間のつ
きあいの壁がなくなったように感じられるとい
うことである60。
　室長の職務としては、基本的業務を執行する
権限が課長から室長に移されたことに伴って、
委員会答弁や対外的な交渉も室長が担当するよ
うになった61。これまでの課長職と比べ職務権限
が増え、やる気を引き出す要因としても作用し
ていると考えられるものの、補佐職がなくなっ
たことで課長職までの勉強期間がなくなり、室
長の責任と負担は増加しているということであ
る。

６.７　フラット化による効果と課題

　フラット化移行により現れた効果として、同
県総務部行政改革室では次の点をあげている。

● 目的ごとの組織再編により…明確な目的を
もって業務に取組むことができる。目的と

60  しかし、この後で述べるように、組織の細分化による弊害として調整機会が増加し、縦割り意識が逆に強くなってきていると認
識されていることから考えれば、非公式なつきあいのレベルでは壁がなくなったが、業務の面では職場環境の変化はセクショナ
リズムの緩和には作用していないと思われる。

61  本題からは少し逸れるが、室長が委員会答弁者となったことで、課長が担当していた頃に比べてその数が膨大に増え、「議場がと
ても狭く感じる」のだそうである。

 

課長級� 出先次長級�課長補佐級� 計�

職員数� 100人� 22人� 87人� 209人�

構成比� 47.8% 10.5% 41.6% 100.0%  

表４　フラット化室長の職位構成（平成12年3月現在）
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成果の明確化。
● 小規模な組織（室）を基本とした再編により

…きめ細かな判断、指示ができる。室業務全
般の把握、専門性の向上。

● 中間管理職の削減により…人員削減ととも
に実務への戦力化ができる。責任の所在が
明確になる。

● 職位階層のフラット化により…実務者への
権限委譲および決裁ルートが短縮され、迅
速な意思決定ができる。基本的業務の責任
者である室長に若手の登用が可能になる

（表４、５参照）。従来の課長権限を持つ課長
補佐級の室長登用など、若手職員へのイン
センティブになる。同一職の在任期間の長
期化が図られる。

　しかしこうした効果と同時に、いくつかの課
題も指摘されはじめている。小規模な組織（室）
を基本とした再編が行われたが、実際には一つ
の室で完結しない業務が存在し、室間の調整機
会が増加している。「課の中に係があったときは
調整でも気にならなかったが、室として小さく
分かれると縦割り意識が（逆に）生まれてくる」
62のである。
　さらに、組織細分化による弊害として新規業
務への対応ができにくくなった点があげられる。
係と係の間の仕事が、昔は課の名前や目的があ
いまいだったため、課内で対応することが可能
だったが、フラット化によって係や室の名前と
目的がはっきりしたために、新しい分野や取組
などの業務が「係と係の間に落ちてしまう」状況
を生み出している。それを拾うのは総室長の役
目であり、マネージャー的役割が期待されてい
るのだが、その役割が十分理解されていないこ
とのほか、室長から総室長の距離が遠くなって
しまったために情報が入りにくく、現場の把握
は難しい状況にあるとのことである。

　組織が細分化されたことで、市町村にとって
は窓口がわかりにくくなっていることもあげら
れる。市町村が県に対して要望する補助金のメ
ニューによっては複数の室を通さないといけな
いケースも生まれている。また、市町村の立場か
らすれば、こうして要望先が多岐に渡るにもか
かわらず、室間の調整をしてくれる部署がない。
特に新しい分野での施策事業についてこうした
ことが起こっているという。補助金申請につい
ても、以前は一つの課でまかなえた場合が多
かったが、今はそれに関わった室の数だけの決
裁が必要になり、結果として逆に多くの印鑑を
必要とすることになってしまっている。一つの
室内での意思決定が速くなった反面、複数の室
にまたがる業務においてはこのような調整の手
間と印鑑が増えていることになり、現在静岡県
ではこれらの課題の見直しに着手しているとの
ことである。

７．事例の分析と考察－むすびにかえて

　以上の事例から明らかになった変化について、
本稿での分析視点である組織目的達成と運営に
関わるフォーマル組織－達成すべき目標、構成
員が従うと期待されている規則、組織構成員の
役割体系の変化という点に着目して整理すれば
次のようになろう。
　まず意思決定に関する規則の変化としては、
意思決定単位が課から室へと小さくなったこと
により、権限が課長から室長に大きく移されて
いる。これにより決裁ルートが短縮され、意思決
定にかかるスピードが向上したため、この点で
は業務の効率化が進められたといえる。
　業務執行に関わる規則としての職務内容につ
いては、担当の係員レベルでは特に具体的な職

表５　課室長のうち50歳未満の職員数比較（平成12年３月現在）

区分� 平成10年度� 11年度� 増減�

課長級� 4人� 4人� －�

出先次長級� 1人� 3人� ＋2人�

課長補佐級� 3人� 23人� ＋20人�

計� 8人� 30人� ＋22人�  

62  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
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務内容の変更があったわけではない。どちらか
といえば係や担当に固有の業務が存在するため63、
これを基礎として組織が組みかえられている。
　静岡県における組織のフラット化とは、いわ
ゆる文鎮型などのような完全なフラットの形態
をとっていない。イメージとしては、目的別に細
分化された室が小さな三角錐を構成し、それが
多数集まって総室という枠で大きく括られてい
るという形になる。したがって、従来の課単位で
あった三角錐を分解もしくは間を取り去り、高
さを低くサイズを小さくした格好になる。この
理由として、行政組織たる県では各係の業務は
普遍的な色合いが強いものが多いため、「係をな
くすような完全なフラット化はできない」64とさ
れるからである。このことは、係を基本とした役
割体系が、自治体では容易には崩せないことを
意味していると考えられる。
　室長の職務内容としては、本来の業務に加え
て、従来の課長補佐がこなしていた業務や議会
での答弁という業務が増えたため、責任感と同
時に負担も増している傾向にある。また、一般の
係員には決裁上の権限はないものの、起案に関
する発言権という観点では、起案者と室長の意
思決定上の距離が縮まったことにより、室長の
考えが聞きやすくなったとされる。また、中間職
への説明等がなくなったため効率の向上にもつ
ながっている。
　行政組織である地方自治体組織の達成すべき
目標は、無論、公共の利益の実現にあるが、一方
でストリート・レベルの官僚制では目標設定に
あたって複数の葛藤が存在すると考えられてい
る65。つまり、個々人のレベルでは、業務執行に
あたっての組織目標が多義的になる可能性があ
るといえる。
　この点に関わる変化として、静岡県の事例で
は、業務棚卸表による目的認識があげられる。こ
れによって業務遂行の方法とその発想は大きく
変わったとされる。業務棚卸表により、何のため
にこの仕事をするのかまずそれをきちんとつめ、
仕事の目的と優先順位を明らかにする方法が定
着しつつある。従来は「仕事をやることが目的

だった」面もあったそうだが、一連の行政改革の
取組と業務棚卸表の導入で、職員の間で何より
も目的意識が浸透したことが一番の変化だとい
う。業務の必要性、施策への資源投入の意義など
を常に意識するようになった結果、業務に対す
る責任意識と自発性が高まってきたとされる。
また、従来のやり方を変えて自発性を引き出す
きっかけは、研修の方法にも仕掛けられていた
といえる。このように、今までは明確にされてい
なかった個々人の職務内容とその目的が、業務
棚卸表とその公開によって、本人にも庁内およ
び対外的にも明確に認識されることになった。
　組織構成員の役割体系ないし規則としての人
事制度では、室長のポストを増やしたことによ
り若手の登用を可能にし、一定のインセンティ
ブ効果を狙う手法がとられている。しかし従来
課長であった者も室長という幅の広いステップ
に吸収されることになり、降格にはあたらない
ものの、従来の昇進コースに慣れていた職員に
はモラルの低下も懸念されている。
　給与の面では、勤務成績評価制度を導入し勤
勉手当等に反映させることで、「頑張っている人
が評価される仕組み」66としてのインセンティブ
効果が期待されている。しかしこの導入はまだ
課長級以上にとどまっており、今後の一般職員
への導入は未定である。その理由の一つに、一般
職員に対してはまず異動制度と研修制度を見直
すことが先ではないかという議論があるとされ
る。また、行政という業務の特質上、業務の重要
性が必ずしも単年度の成果や数値という形で現
れない部署もあるとされ、業績給の導入はその
部分をよく考慮したうえでないと不可能である
とされるからである。
　それでは、こうした組織構造の変化であるフ
ラット化に対して、現時点での一定の評価を与
えるとすればどうなるであろうか。少々奢った
言い方になるかもしれないが、今後の展望と合
わせて、先に述べた問題意識に即して最後に論
じてみたい。
　まず、階層という組織構造が持つコントロー
ル性と個人の関係性という視点に立てば、効率

63  ここでいう「担当に固有の業務」とは、個々の担当者の職務内容が文章化されるなど明確に定められていたという意味ではなく、
あくまでも暗黙的に係の中で固有になっていたという意味である。

64  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
65  [Lipsky 80]
66  静岡県総務部行政改革室 杉山勝氏へのヒアリングによる。
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性を阻害していた高階層が低くなったことで、
一定の業務効率の向上にはつながっている。ま
た、意思決定単位が小さくなったことで、起案書
の作成に際して一般の担当職員が参加する度合
いや重要性が増していることや、室長の職務内
容が増加しかつ多様化するなど、それぞれの職
務に関する責任や権限も増加している。さらに
静岡県の場合は、フラット化導入のもととなっ
た業務棚卸表によって、従来は必ずしも明確で
なかった職務内容とその目的がはっきりと認識
されるようになった。こうした規則や役割体系
の変化からみれば、個人の職務における自律性
はある程度高まっているということができる。
　しかし、自治体行政の現実の職務と執行とい
う観点からすれば、権限が新たに与えられるこ
とはそれだけ業務が増えることを意味する。こ
れは、従来の多くの地方自治体においては「政
策」という観点ではなく、もっぱら政策課題を解
決するために採られる具体的な活動内容として
の「事業」を中心に思考が展開され、「事業を実
施することが最大の仕事と考えられがちだった」67

ことと深く関係する。事業実施が主たる職務内
容とされ、かつその内容も既存の継続的な事業
が前提とされることが多いため、おのずと職務
はルーティン的性格が強いものとなる。した
がって新たな権限が付与されるということは、
行使できる影響力が拡大し裁量性が高まるとい
うよりは、むしろ新たな業務が権限とセットに
なって課されることになり、個人の負担感が増
すことも考えられるのである。事実、事例におい
ても室長レベルでは業務の負担感が増している
傾向にあるとされていたことから、今後改善さ
れるべき点であろう。
　静岡県での取り組みが完全なフラット型の組
織構造を採らなかった（採れなかった）ことは、
代表性と自律性のジレンマの存在を浮き立たせ
ているともいえる。県での業務はおよそ係が一
つの単位となって、住民や市町村に相対してい
る。もし完全なフラット化によってこの係がな
くなれば、各担当者は個別に住民や市町村と向
き合うことになり、公共性の確保がまったく
個々人の判断や対応に任されることになってし
まう。行政組織や公務員には、国民に代わって公
共目的を実現する活動を代行する任務が課せら

れている以上、集合的営為の結果に対する責任
の所在を明らかにし、またその責任を確保する
意味で社会による民主的統制に服さなければな
らない。したがって片岡のいうように、ヒエラル
キー的権威による活動の統率が避けられないと
すれば、静岡県でのフラット化の取り組みは、代
表性と自律性のジレンマの間に生まれた折衷案
とみることもできよう。
　完全なフラット型の構造を採れなかったこと
は、行政組織の構造をとらえる上でもう一つの
問題点を明らかにしているように思われる。行
政組織、とりわけ地方自治体は業務の執行とい
う観点からすれば、一つの組織内で完結する業
務は非常に少ない。部・課・係といった体制は、
法や一連の業務（政策）の流れのなかで、機関間
の手続に応じた形でつくられている。したがっ
て中央や市町村などの他組織、法や業務執行の
仕組みが従来のままで、ある一つの組織だけが
単独で大幅に構造を変え、住民や市町村、中央と
相対していくことには少なからず限界があるの
ではないだろうか。
　第二の視点である、階層の持つインセンティ
ブ・システムとしての機能に関する点からみれ
ば、事例では室長のポストを増やして若手の登
用を可能にし、給与面でも勤勉手当を業績給と
していくなどの取り組みはなされていた。しか
し、勤勉手当によって差がつく額はごくわずか
であり、昇進に代わるほどのインセンティブと
して十分な機能を果たすのかどうかは疑問の残
るところである。給与制度は基本的に条例で決
定されており、職制と密接に関わり合っている
ことから、急速な変化は難しく限界もあるとい
える。
　結果として、フラット化によってもたらされ
たインセンティブに関わる変化はポストの減少
だけとなり、昇進という地方自治体の公務員に
とって最も主要なインセンティブが奪われる形
となっている。何らかの代替インセンティブが
用意されなければ、モラルの減退は避けられな
い。行政組織の構造改革では、とかく業務の効率
化や改善といったことがもっぱら議論され、こ
うしたインセンティブの問題は同じ所で議論さ
れてこなかったように思われる。真に組織のフ
ラット化を機能させようとするならば、昇進に

67  [真山 01]ｐ 51
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代わりうる代替インセンティブが付与されるこ
とが必須であるといえよう。
　行政組織におけるインセンティブの問題は、
さらに、先述の２つのジレンマを内包した組織
管理という局面においてひとつの可能性を秘め
ているともいえる。なぜなら、インセンティブに
は自律性を担保する働きがあると考えるならば、
組織の合理性と個人の自律性、代表性と自律性
という２つのジレンマを緩和させると考えられ
るからである。
　行政サービスの供給主体たるストリートレベ
ルの官僚を組織管理の枠のなかに収める方法と
して、田尾は、直接の管理的な介入に加えて、間
接的な介入としての職員研修や公務員倫理の働
きを主張している68。これは、ある意味で組織の
合理性と個人の自律性、そして代表性と自律性
というジレンマを緩和する手法として作用する
とも考えられる。しかし、公務員にとって行政組
織はあくまでも職場であり、そこでいきいきと
働くためにも、これらのジレンマを緩和させる
可能性があると考えられるインセンティブの問
題も、組織管理の議論において同時に扱う必要
があるのではないだろうか。
　静岡県での取り組みは、先進的事例として実
験的な意味合いを持ち、今後自治体でフラット
化がどこまで進められるかについて一定の示唆
を与えてくれる。行政組織の階層構造が不動か
つ所与のものではないという意識を職員の間に
生んだことにも、ある程度の意味があるといえ
よう。しかし、組織の合理性と個人の自律性、代
表性と個人の自律性というジレンマは常に存在
し、加えてインセンティブの問題が何らかの形
で解決されない限り、その実効性には疑問がつ
きまとう。これは民間企業での取り組みや仕組
みをそのまま行政に取り入れることの限界と、
それに対する警鐘という意味を含んでいる。今
後、こうした問題が解決されていかなければ、フ
ラット化は真に機能せずに終わってしまう恐れ
がある。そうすれば、従来の階層的組織構造への
揺り戻しが起こることも十分に考えられるので
ある。静岡県だけでなく、他の多くの自治体での
一種流行的なフラット化への取り組みも、こう
した不安定性を内包しているといえるのではな
いだろうか。
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